










  

SIG-11 情報教育 第16回情報教育研究会 

『ロボットやAIが普及する時代の情報モラル 

カリキュラム検討会』開催報告 
●日時：2019年12月27日（金）14:30～16:30 
●場所：岐阜聖徳学園大学短期大学 岐阜キャンパス（岐阜県岐阜市中鶉1-38） 254演習室 
●発表者：加納寛子（山形大学），小棹理子（ソニー学園湘北短期大学），橋本はる美（摂南大学）， 

糟谷咲子（岐阜聖徳学園大学短期大学部） 
●参加者：山住富也（名古屋文理大学），寶壺貴之（岐阜聖徳学園大学） 
●プログラム： 
 14:20～受付 
 14:30～15:30 情報モラル質問紙による調査の報告 
 15:30～16:20 ディスカッション 
 16:20～16:30 まとめ 

SIG11 では，情報教育の指導とカリキュラムについて検討することを目的としている．今回はその中で情報モ

ラルの部分に焦点を絞って，カリキュラムの検討を実施した．第15回 情報教育研究会「ロボットやAIが普及

する時代の情報モラルの現状について」での議論を基に，さらに調査結果の分析を進め議論を行った．報告内容

は以下であった． 
1．「学生の情報端末の活用の現状」について橋本より報告された．質問項目13について回答者の受け止め方が分

かれる可能性について指摘があった．学生の情報リテラシーについて，キー入力ができない，ルータの設定がで

きない，ドライブやフォルダの概念がない等の問題が指摘された． 
2．「初年次学生の情報リテラシー定着度」について小棹より報告された．ロボットやAIの普及に対する感情に肯

定と否定がみられることが報告され，プログラムの経験差，空想と体験による理解の差が背景にあるのではない

かと指摘された． 
3．「保育者養成課程における情報モラル教育検討のための分析」について糟谷より報告された．情報の開示につ

いて「いいね」などの認証要求からきていることが指摘された．また，問題を起こす可能性の高い自分の情報開

示を構わないとする学生に，どのように指導することができるかという問題提起がなされた． 
4．「性差と文理の違いに着目して」について加納より報告された．文理の違いについて PC 所持の違いがないか

質問があった． 
報告後，高等教育の情報リテラシーのカリキュラムの作成の検討のために，これまで取り組んだ小学校の情報

リテラシーのカリキュラムのためのオントロジーの作成と情報リテラシーカリキュラムについて説明され，今後

の方針について検討した．教科書分析が可能か，オントロジーをグループ分け，ラベリングできないかという意

見があった．参加者の山住より高校「情報」の情報倫理についての入学時に実施したテスト結果について紹介さ

れた．その結果，高校の情報学修の習熟について調査できる問題を分担し作成することとなった．この調査につ

いても今後検討を進める予定である． 
今回の議論を基に，より詳細な報告を2020年春季全国大会にて行う予定である． 

文責：糟谷咲子（岐阜聖徳学園大学短期大学部） 
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SIG-02 教師教育・実践研究 

第9回研究会『授業記録の中に生きる子どもの様子』開催報告 
●日時：2020年01月12日（日）13:00～16:00 
●会場：名古屋大学教育学部（教育学部棟２階E演習室） 
●参加者数：23名 
●テーマ：「授業記録の中に生きる子どもの様子」 
●講師：柴田好章（名古屋大学），進行：坂本將暢（名古屋大学） 
●プログラム 

１）開会・趣旨説明 
２）トランスクリプトにもとづく授業分析のワークショップ 

・Methods of Transcript-Based Lesson Analysisについての概説 
・個人およびグループで授業記録を読み，分析する活動 

３）まとめ 
４）閉会 

●コーディネーター：坂本將暢（名古屋大学），古田紫帆（大手前大学），島田希（大阪市立大学） 
本研究会では，トランスクリプトにもとづく授業分析を通じて，いかに授業や子どもの可能性を探索しうるのか

ということについて参加者相互に学びを深めました．まず，講師である柴田好章（名古屋大学）より，Methods of 
Transcript-Based Lesson Analysis（トランスクリプトにもとづく授業分析の方法）についての概説がなされまし

た．そこでは，授業研究の価値として，教師の成長や授業改善のみならず，「実践における理論」の構築に寄与する

という点が挙げられること，そして，そうした授業研究を根づかせるためには，教師文化および授業研究のツール

やルールが重要な役割を果たすということが述べられました．さらに，講師より，トランスクリプトにもとづく授

業分析と実証主義的なアプローチの違い等について説明がなされ，参加者はその歴史，目的，特徴について理解す

ることができました． 
次に，坂本將暢（名古屋大学）の進行により，参加者が実際に授業記録（小学校６年・社会科）を読み，分析す

る活動が行われました．まず，参加者が授業記録を音読し，教師や子どもの発言の気になる点に印をつけていきま

した．次に，授業記録をいくつかに分節化し，各分節に小見出しをつけ，それをグループで共有，意見交換を行い

ました．その後，各参加者が注目語を５つ選び，それが教師や子どもの発言の中に出現しているのかを確認しまし

た．すると，授業の鍵になると思われた注目語が意外と教師や子どもの発言の中に出現していない場合があり，参

加者は新たな気づきを得ることができました．さらに，坂本より，注目語と分節化の関連，１人の子どもの発言や

意見の変化など，トランスクリプトにもとづく授業分析の視点が提供され，参加者はより一層の分析を試みること

ができました． 
最後に，講師より授業記録を作成することは大変ではあるが，その中で多くの気づきを得ることができる重要な

作業であること，そして，何よりも子どもの思考に入り込んだ分析が可能になるといった意義等についてのまとめ

がなされました． 
今回の研究会での学びをふまえつつ，SIG-02第10回研究会を2020年02月28日（金）13:30より，信州大学教

育学部附属長野小学校において開催します．実際の授業を観察し，各参加者が授業の何を記録したのか，どのように

記録したのか，記録に基づく授業研究が教師や教職志望学生の学びや成長にどのようにつながっているのか，教育工

学の視点から議論します．ぜひご参加ください．                 文責：島田希（大阪市立大学） 
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ショートレター増刊号論文募集のお知らせ（最終報） 

日本教育工学会論文誌 vol.44 Suppl.の発行 

論文受付締切：2020年 04月01日（水）17:00 

日本教育工学会論文誌 vol.44,Suppl.は，年１回発

行されるショートレターの増刊号です． 
奮ってご投稿下さい．  
投稿規定に明記していますが，以下の点を投稿にあ

たってご注意下さい． 
 
1. ショートレターは，教育工学に関する，実践的な

研究成果，新しい試みやその結果等，教育システ

ム開発等を記述したもの．新規性（オリジナリテ

ィ）は必ずしも高くなくても，実践研究の方法と

成果を明確に記述したものです． 
2. 刷り上がり４ページ厳守です．（４ページを超え

るものは採録しない） 
3. 筆頭著者(ファースト・オーサー)は本学会会員で

あることが条件です．あるいは，筆頭著者が投稿

時に入会手続きおよび会費納入等をすることが必

要です．なお，各会員はショートレターを年１編

に限り投稿できます. 
4. 2019年12月に発刊の予定です． 
 
 ショートレターの内容については，例えば， 
以下のような内容が考えられます． 
 全国大会や研究会で発表した内容をまとめたもの 
 教育システム開発や教育実践をベースにした実践

と知見をまとめたもの 
 教育工学研究としての速報的な内容 
 卒業論文や修士論文等としてまとめた内容など 
 
なお，ショートレターとして掲載されたものを一層

充実させて，論文あるいは資料としての条件を満たす

ように記述したものは，論文あるいは資料に投稿でき

ます． 
ページ数が限られていることから，タイトル，著

者，内容については十分厳選の上，ご執筆下さい． 
特に，ショートレターの趣旨から，多人数の連名著

者はさけて下さい．研究全体がプロジェクトチームに

よる共同研究であっても，実際にショートレターの限

られた内容に直接携わり，執筆した研究者にして下さ

い． 
 
ショートレターの査読日程予定 
(2020年度)： 
04月 担当及び査読者の指名 
05月 編集委員会で査読進捗状況の確認 
07月 編集委員会で採録，返戻の第１回決定 
09月 編集委員会で採録，返戻の第２回決定 
10月 最終原稿の提出 
11月 著者校正 
12月 ショートレター増刊号発行予定 
 
投稿の仕方： 
原稿は，「投稿規程」と「原稿執筆の手引」

(https://www.jset.gr.jp/thesis/index.html）に従って執

筆し，学会ホームページの会員専用 Webサイトより

電子投稿して下さい．会員の ID とパスワードが必要

です．投稿論文は電子投稿でのみ受け付けています． 
 
問い合わせ先： 
日本教育工学会事務局 
電子メール：

Tel：03-5549-2263 
 
ショートレター増刊号編集委員会 
編集委員長    渡辺雄貴（東京理科大学） 
委員（50音順）  荒木淳子（産業能率大学） 

伊藤崇達（九州大学） 
大浦弘樹（東京工業大学） 
大山牧子（大阪大学） 
瀬戸崎典夫（長崎大学） 
仲谷佳恵（東京工業大学） 
舟生日出男（創価大学） 
伏木田稚子（首都大学東京） 
松河秀哉（東北大学） 
山本朋弘（鹿児島大学）
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最近の論文投稿数と採択率 
 

本学会の論文誌，英文誌に投稿されました論文の数と採択率を以下に示します． 
ただし，2019 年度は，2019 年 04 月から 12 月までに投稿された数となります． 

編集長 山内祐平 
論文誌（特集号以外） 
投稿年度 種別 投稿数 採択 返戻 取り下げ 査読中 採択率 ％ 

2017 
年度 

論文 36 15 15 6  42 
教育システム開発論文 7 2 5   29 
教育実践研究論文 24 7 15 2  29 
資料 4 2 2   50 

2018 
年度 

論文 44 10 30 2 2 23 
教育システム開発論文 3 1 2   33 
教育実践研究論文 21 6 14 1  29 
資料 13 6 7   46 
寄書 1  1   0 

2019 
年度 

論文 38 8 14 2 14 21 
教育システム開発論文 5 1 2 1 1 20 
教育実践研究論文 12 0 6 1 5 0 
資料 13 4 4 1 4 31 
寄書 1 1    100 

 
論文誌（特集号） 
投稿年度 種別 投稿数 採択 返戻 取り下げ 査読中 採択率 ％ 

2017 
年度 

論文 11 4 6 1  36 
教育システム開発論文 1  1   0 
教育実践研究論文 5  4 1  0 
資料 7 3 3 1  43 
巻頭言・総説・展望 5 5    100 

2018 
年度 

論文 14 2 10 2  14 
教育システム開発論文 1  1   0 
教育実践研究論文 14 2 9 3  14 
資料 6 2 4   33 
巻頭言・総説・展望 4 4    100 

2019 
年度 

論文 3  3   0 
教育実践研究論文 12 3 8 1  25 
資料 4 2 1 1  50 
寄書 2  2   0 
巻頭言・総説・展望 4 4    100 

 
論文誌（ショートレター） 
投稿年度 種別 投稿数 採択 返戻 取り下げ 査読中 採択率 ％ 

2017 
年度 ショート 119 58 58 3  49 

2018 
年度 ショート 103 48 52 3  47 

2019 
年度 ショート 99 45 50 4  45 

 
英文誌 
投稿年度 種別 投稿数 採択 返戻 取り下げ 査読中 採択率％ 

2017 
年度 

Paper 3  3   0 
Paper on Educational 
Practice Research 

1  1   0 

Translation 12 10  2  83 

2018 
年度 

Paper 4 1 3   25 
Paper on Educational 
Practice Research 

1  1   0 

Translation 8 7  1  88 
2019 
年度 

Paper 1    1 0 
TechnicalInformation 1    1 0 
Translation 10 6 1  3 60 
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日本教育工学会と教育システム情報学会の合同英文誌

“Information and Technology in Education and Learning” 

(ITEL)発刊について（第一報） 
 

日本教育工学会 編集長 山内祐平 

 

 日本教育工学会は 1977 年より英文誌 “Educational Technology Research”(ETR)を発行して

まいりました．ETR は和文誌に掲載された論文の翻訳を通じて，日本の教育工学研究を世界に向

かって発信する重要な役割を果たしています．国際的な研究知見の交流が日常化する中で，英文

誌の役割もさらなる強化が求められており，特に英語による原著論文の増加が急務になっていま

す． 

 このような状況の中で，日本教育工学会と教育システム情報学会が協力して，既刊の

“Educational Technology Research”と“The Journal of Information and Systems in Education”
を統合し，新たな英文誌として“Information and Technology in Education and Learning” 
(ITEL)を発刊することになりました．これによりわが国における教育工学・教育システム情報学

の国際的な発信力を強化するとともに，国際的な共同研究・研究交流のプラットフォームを目指

します． 

 ITEL は J-STAGE をプラットフォームとしたオンラインのオープンアクセスジャーナルとし

て年間１巻（1 号）を刊行する予定です．現在両学会から編集委員が選定され，発刊の準備を急ピ

ッチで進めているところです．第１号の発刊は 2021 年 01 月を予定しており，2020 年 04 月より

論文募集を開始いたします． 

 論文募集に関する詳しい情報は 2020 年 03 月末にオープンする ITEL のウェブサイト

(http://www.itel.or.jp/)をご参照ください．また，次号のニューズレターにおいて編集委員や投稿

規定などの詳細情報を報告いたします． 

 ITEL の発刊にともない，ETR は 2020 年度(Vol.42)で廃刊となります．新規論文の募集は 2020
年 03 月で終わり，04 月からは ITEL の募集に切り替わります．03 月までに投稿いただいた原稿

はできるだけ ETR に掲載したいと考えておりますが，審査期間によっては ITEL に掲載すること

がありますのであらかじめご了承ください． 

引き続き学会員の皆様の英文誌への投稿を心よりお待ちしております． 
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Inspired Professional Learning. Inspired Learning Professionals. 
2019 AECT International Convention に参加して 

 
 日本教育工学会が 2015年に学術交流協定を締結した，米国AECT（Association for Educational 
Communications and Technology，教育コミュニケーション工学会）の主催する，2019 AECT 
International Convention に参加した．今回の大会では，”Inspired Professional Learning. 
Inspired Learning Professionals.”をテーマに，10 月 21 日から 10 月 25 日まで，ネバダ州ラス

ベガスにおいて開催された．日本教育工学会からは，山内祐平副会長（東京大学），渡辺雄貴（東

京理科大学）が AECT との交流，情報収集を目的に参加した．AECT の会員数は約 3000 人，大

会への参加者は約 1000 人であることから，日本教育工学会と同規模と言える．一方，AECT で

は，参加者の約４割が大学院生であり，日本からも東京理科大学等から大学院生が参加した．  
 大会の構成は，AECT の 2019 International Convention の Web ページ（https://convention2. 
allacademic.com/one/aect/aect19/）にあるが，簡潔に示したものを以下にまとめる． 
 

表 1 2019 AECT International Convention タイムテーブル 
 １日目 

10 月 21 日

（月） 

２日目 
10 月 22 日

（火） 

３日目 
10 月 23 日

（水） 

４日目 
10 月 24 日

（木） 

５日目 
10 月 25 日

（金） 

朝   Breakfast with 
Champions 

Fun: 
Walk/Run 

 

午前 Workshop など 一般発表 一般発表 一般発表 一般発表 
昼  Kickoff Lunch    

午後

１ 
Workshop など 一般発表 一般発表 一般発表 

午後

２ 
First Timer’s 
Orientation 

ポスター発表 一般発表 一般発表 

夜  International 
Reception 

International 
Dinner 

University 
Reception 

 大会の期間は，５日間と長く，前後を合わせると１週間の滞在となる．１日目は，比較的スケ

ジュールに余裕があり，興味関心に合わせた Workshop などが並行して開催される．また，１回

目の参加者を対象とした First Timer’s Orientation では，参加者同士の横のつながりを構築する

取り組みや，会場の様子などが説明される．ネームプレートには“First Timer”の文字が加わり，

他の参加者からも注目されるようになっていた．２日目から，本格的に大会がはじまる．口頭発

表は，小さい部屋から大きな部屋まであった．50 分間ごとに区切られたセッションでは，１件か

ら３件の発表が分野ごとにある．時間管理は比較的緩やかに進んでいる印象を受けた．いずれの

会場も 20 名〜30 名ほどの参加者があり，質疑応答では熱心に議論がなされていた．また，参加

者同士のディスカッションなどが行われるセッションもあった．昼には，大会の“AECT & 
Division Convention Kickoff”Lunch があり，昼食が振る舞われた．午後には，ポスターセッシ

ョンがあり，多くの発表が行われていた．夜には，International Reception（President's Reception 
for International Affiliates）があり，各国からの参加者との交流が持てた．そこでは，山内副会

長から，本学会の取り組みなどのスピーチをすることができた．３日目朝には，Breakfast with 
Champions があり，著名な研究者が各テーブルに座り，一緒に朝食をとるというイベントがあっ

た．International Dinner では，昨年同様の留学生支援の取り組みがあった．４日目朝には，皆

でラスベガスをジョギングするイベントなどがあり，参加者同士の横のつながりを構築する仕組

みがよくできている．夜の，University Reception では，教育工学研究に力を入れている大学が

ブースを出し，卒業生が集まったり，宣伝を行ったりするものだが，日本からの参加者であって

も，暖かく迎え入れてもらえる．最終日は，午前中で学会は終了した． 
 発表の内容や質は幅広く，大学院生の発表も多い．参加者は，教育工学分野で著名な研究者も

多く，いろいろなアドバイスをもらえることがメリットではないだろうか． 
 AECT の今後の大会は，2020 年フロリダ州ジャクソンビル，2021 年オハイオ州コロンバス，

2022年ネバダ州ラスベガス，2023年フロリダ州オーランド，2024年カンザス州カンザスシティ，

2025 年ネバダ州ラスベガスで開催される予定である．また，次回の 2020 年大会の Proposal の
締めきりは，02 月 17 日である．今後，日本教育工学会から多くの発表者が登壇することを期待

したい． 
文責：渡辺雄貴（東京理科大学） 
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国際学会 ICoME 開催のご案内 
●日 程：2020 円 08 月 17 日～19 日 
●場 所：甲南大学岡本キャンパス（神戸・兵庫） 
 

ICoME（International Conference for Media in Education）2020 は，今回で第 18 回目の実

施となります．韓国，中国と実施し，今年度は日本で開催します．日本教育メディア学会（JAEMS），
韓国教育情報メディア学会（KAEIM），中国教育工学会（CAET），アメリカ TCC（Technology, 
Colleges and Community）オンラインカンファレンスとの連携によって，甲南大学岡本キャンパ

スにて開催されます．ICoME は，国内外からの多くの教育研究者や実践者が集まり，教育メディ

アや教育技術に関する貴重な研究や実践の発表，共有の場となります． 
なお，ICoME に関する情報は随時 ICoME2020 ウェブサイト，JAEMS ウェブサイトおよびメ

ーリングリストにて発信していきます． 
 
■日時：2020 年 08 月 17 日（月）～19 日（水） 
■場所：甲南大学岡本キャンパス，神戸，兵庫  
■テーマ：Diversity education in ICT advanced society 
■ウェブサイト：https://icome.education/ 
 ※学会に関する情報は随時ウェブサイトにてお知らせいたします． 
 
■プログラム 

17 日（月）：Opening Ceremony / Keynote speech / Concurrent Session 
18 日（火）：Keynote speech / Concurrent Session / Round Table (Parallel Forum) 
19 日（水）：Keynote speech / President Talk / Closing Ceremony / Field Tour 
※プログラムは直前まで変更の可能性があります． 

 
■学会までのスケジュール（プロポーザル・参加申込期限）【厳守】 

Proposal submission(Concurrent Session)  March 30th, 2020  
Proposal submission(Roundtable Session)  April 30th, 2020  
Proceedings file submission(Both Concurrent and Round Table Session)  June 30th, 2020  
Registration for participation (Early Bird)  June 30th, 2020 
Registration for participation  July 30th, 2020 

 
■参加費 

Faculty / Primary or Secondary Teacher / Company Employee / Other 15,000JPY 
Graduate Student(Doctoral and Master Course)            5,000JPY 
Undergraduate Student                       3,000JPY 
※参加費の支払いは，日本円での現地での現金払いとなります．（懇親会費など含みます） 
 

■宿泊場所 
学会での予約仲介は行いませんので，各自で宿泊場所をご準備ください． 
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日本教育工学会の法人化について 

－定款案へのご意見募集－ 
 
 本学会は 2021 年 03 月に，任意団体から一般社団法人（以下，新法人）へと移行する準備を

進めています．3,000 人あまりの会員が所属する学会として組織的な整備を行います． 
一般社団法人としての定款を整備し，法務局に登記することにより，社会的信用のある組織と

なることを目的としています．これにより，例えば現在は会長名で行っている様々な契約や銀行

口座開設などの法律行為を会長個人が行うことなく，学会が行うことができるようになります． 
法人化にあたっては，学会運営をスムーズに移行するため，次の方針で進めます． 
 
１）各種事業，会員種別，会員の権利，年会費の変更はありません 
学会誌刊行，秋季・春季大会，研究会など各種事業の実施，会員種別および会員の各事業への

参加の権利はそのまま新法人に引き継ぎます．会費の変更もありません． 
 

２）会員が参加できる代議員総会にします 
 新法人では，会員の選挙で選出された代議員（社員）による代議員総会で役員の選任や決算を

審議することになります．代議員総会での議決は代議員が行いますが，それ以外の会員も参加し

意見を述べることができるようにします． 
 
３）役員選挙の方法 
 新法人の役員選挙は，定款の上では，会員の代表である代議員のみ選挙で選び，役員候補者は

代議員総会で選任します．また，会長（代表理事）は，代議員総会で承認された理事会において

選定することになります． 

 
新法人においても，これまで同様，会員からの選挙で候補者を選び，代議員総会で役員を選任

できるよう整備を行います．また，2020 年度は役員改選の年度ですが，例年年度末の 01 月頃に

行っている役員選挙を 2020 年 08 月頃に実施することとし，投票結果を踏まえた役員体制で新

法人がスタートできるようにします． 
 

４）会計年度を変更します 
 より多くの会員が参加できる春季大会で代議員総会を行うため，新法人では，会計年度を 01
月 01 日～12 月 31 日へと変更します．これに伴い， 2020 年度（2020 年 04 月 01 日～2021 年

03 月 31 日）会費は従来通り１年分請求させていただきますが，任意団体から新法人へ移行する

会員の 2021 年度分会費は，04 月から 12 月末まで９ヶ月分の会費請求を行う予定です． 
 
  

会 員
（正会員，名誉会員）

会 長

会 長

理 事 監 事

会 員
（正会員，名誉会員）

代議員
理 事 評議員

監 事

選挙 選挙

選挙

選挙

選定

選挙

選任 選任

任意団体の役員選任のしくみ 法人化後の役員選任のしくみ

参考：日本科学教育学会「学会通信」平成25年総会号，2013

候補者
選挙

候補者
選挙

候補者
選挙
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５）法人化の具体的なスケジュール 
 次の図のように法人化を進めます．2021 年 01 月に新法人設立．その後，2021 年春季大会に

おいて，任意団体最後の定時総会を開催し，2021 年 03 月までの任意団体の決算および任意団体

解散を審議します．任意団体定時総会終了後，新法人の初めての代議員総会を開催し，2021 年

03 月（任意団体開催後から）～12 月の予算案，および新法人の役員を審議します． 
 
 

 
2020 年 02 月 一般社団法人・日本教育工学会定款案パブリックコメント（１ヶ月程度） 
2020 年 06 月 第 36 回通常総会にて任意団体解散，法人定款案等審議 
2020 年 08 月 任意団体・役員選挙実施 
2021 年 01 月 法務局にて設立登記「一般社団法人日本教育工学会」設立 
2021 年 03 月 春季大会において任意団体最後の定時総会ならびに代議員総会開催 
  任意団体から一般社団法人へ会員移行（任意団体，残余財産寄付） 
※ 2021 年 03 月の最後の定時総会で解散を決議して以降，会員は自動的に新法人に入会すると

同時に，残余財産を新法人に移行します．これ以降は新理事会において「一般社団法人日本

教育工学会」の事業を運営します． 

第36回定
時総会

2020年
4月 6月 10月 12月

2021年
1月 4月3月

2021春季
大会

任

意

団

体

一
般
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団
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人

2020秋季
大会

第37回定
時総会

新法人の年度開始（～12月）
代議員総
会

解
散

会員移行
財産寄付

設立時社員による
代議員の選任

・・・・・・・・・
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一般社団法人 日本教育工学会 定款案へのご意見 

 
 
 一般社団法人・日本教育工学会・定款（案）について，ご意見を事務局までお知らせくださ

い．2020 年 03 月 20 日（月）を期限とします． 
 
連絡先：  
期 限：2020 年 03 月 20 日（金） 

 
 

一般社団法人日本教育工学会 定款 （案） 
 

第１章 総 則 
 
（名称） 
第１条 この法人は，一般社団法人日本教育工学会と称する．この法人の英文名は Japan 

Society for Educational Technology と表記する． 
 
（事務所） 
第２条 この法人は，主たる事務所を東京都港区に置く． 
２ この法人は，理事会の決議によって，従たる事務所を設置することができる． 

 
（目的） 
第３条 この法人は，教育工学に関する学術的研究調査の情報の交換を行い，この研究調査を援

助し普及することを目的とする． 
 
（事業） 
第４条 この法人は，前条の目的を達成するために，次の事業を行う． 

（１）全国大会の開催 
（２）研究会，講演会，講習会，討論会などの開催 
（３）論文誌，会誌，ニューズレター及び図書の発行と販売 
（４）国内外の学協会との連絡及び協力  
（５）教育工学に関する情報の収集  
（６）教育工学の研究，普及及び活動に関する実績の表彰 
（７）その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

 
（公告の方法） 
第５条 この法人の公告は，電子公告により行う．ただし，事故，その他やむを得ない事由によ

り，電子公告ができない場合は，官報に掲載する方法により行う． 
 

第２章 会員及び社員 
 
（種別等） 
第６条 この法人の会員の種別は，次の通りとする． 

（１）正会員 教育工学の研究開発に携わり，本会の目的に賛同して入会した個人 
（２）准会員 教育工学に関心を持ち，本会の目的に賛同して入会した個人 
（３）学生会員 本会の目的に賛同して入会した学生 
（４）維持会員 本会の維持に協力する法人及び団体 
（５）名誉会員 教育工学の発展に特に功労のあった正会員で，理事会の推薦を経て総

会で承認された個人 
２ この法人の社員（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１１条第１項第５号に

規定する社員をいう．以下同じ．なお，上記法律を以下「一般社団・財団法人法」とい

う）は，第１３条以下の規定をもって選出される代議員をもって社員とする． 
３ 会員は，別に定める相当のサービスを受けることができる． 
４ 会員は，一般社団・財団法人法に規定された次に掲げる社員の権利を，代議員と同様に

この法人に対して行使することができる． 
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（１）定款・代議員名簿の閲覧等 
（２）代議員総会の議事録の閲覧等 
（３）代議員の代理権証明書面等の閲覧等  
（４）議決権行使書面の閲覧等 
（５）計算書類等の閲覧等 
（６）清算法人の貸借対照表等の閲覧等 
（７）合併契約等の閲覧等 

 
（入会） 
第７条 この法人の会員となろうとする者は，別に定める入会金及び１年分の会費を添えて，入

会申込書を会長宛提出し，理事会の承認を得なければならない． 
 
（会費） 
第８条 会員は，種別に応じ，会費を前納しなければならない． 
 
（会員の資格喪失） 
第９条 会員は，次の各号のいずれかに該当する場合には，その資格を喪失する． 

（１）退会 
（２）死亡，失踪宣告を受け，維持会員にあってはその所属団体等の解散 
（３）除籍 
（４）除名 

２ 会員は，前項の規定によりその資格を喪失したときは，この法人に対する会員としての

権利を失い，義務を免れる．但し，未履行の義務は，これを免れることはできない． 
３ この法人は，会員がその資格を喪失しても，既納の金銭物件は返還しない． 

 
（退会） 
第１０条 会員で退会しようとする者は，理由を付して退会届を提出しなければならない． 
 
（除籍） 
第１１条 会費を滞納した会員は，理事会の決議を経て，これを除籍することができる． 

２ 前項によって除籍された者で，滞納会費に相当する金額を納めるときは，第７条の手

続きを経て，再び入会を許可することができる． 
 
（除名） 
第１２条 会員が，次の各号のいずれかに該当する場合には，代議員総会の決議によって，当該

会員を除名することができる．この場合，その会員に対し，代議員総会の１週間前までに，

理由を付して除名する旨の通知をなし，代議員総会において，決議の前に弁明の機会を与え

なければならない． 
（１）定款その他の規則に違反したとき 
（２）この法人の名誉を傷付け，又はこの法人の事業を妨害する行為をしたとき 
（３）その他除名すべき正当な事由があるとき 

 
第３章 代議員及び代議員総会 

 
（代議員） 
第１３条 この法人に，代議員を置く．この法人は，代議員をもって一般社団・財団法人法に規

定する社員とする． 
 
（代議員の選任） 
第１４条 代議員を選出するため，正会員及び名誉会員による代議員選挙を行う．代議員選挙を

行うために必要な事項は理事会において別に定める． 
２ 代議員は正会員の中から選ばれることを要する． 
３ 代議員が欠けた場合又は代議員の員数を欠くことになるときに備えて補欠の代議員を選

挙することができる．補欠の代議員の任期は，任期の満了前に退任した代議員の任期の満

了する時までとする． 
４ 代議員選挙は，代議員の任期が満了する年の８月から１０月までに実施する． 
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（代議員の任期） 
第１５条 代議員の任期は，選任の４年後に実施される代議員選挙の終了の時までとし，再任を

妨げない．ただし，代議員は，第９条から第１２条までの規定により会員資格を喪失したと

きは，代議員の資格を失う． 
２ 代議員が代議員総会の決議取消しの訴え，法人の解散の訴え，責任追及の訴え及び役員

の解任の訴えを提起している場合（一般社団・財団法人法第２７８条第１項に規定する訴

えの提起の請求をしている場合を含む．）は，当該訴訟が終結するまでの間，当該代議員

は社員たる地位を失わない．ただし，役員の選任及び解任並びに定款変更についての議決

権を有しない． 
 
（代議員の職務権限） 
第１６条 代議員は，正会員を代表して代議員総会に出席し，審議事項を審議し決議する． 
 
（代議員の報酬） 
第１７条 代議員は無報酬とする． 
 
（代議員総会） 
第１８条 代議員総会は，すべての代議員をもって組織する．この法人は，代議員総会をもって

一般社団・財団法人法に規定する社員総会とする． 
２ 代議員総会における議決権は，代議員１名につき，１個とする． 
３ 理事，監事及び事務局長は，やむを得ない事由がある場合を除き，代議員総会に出席

しなければならない． 
４ 会員は，代議員総会に出席して意見を述べることができる． 
 
（代議員総会の種別） 
第１９条 代議員総会は，定時代議員総会及び臨時代議員総会の２種類とする． 

２ 定時代議員総会は，年１回，前事業年度終了後３か月以内に開催する． 
３ 臨時代議員総会は，必要がある場合には，いつでも開催することができる． 
 

（代議員総会の権限） 
第２０条 代議員総会は，次の事項について決議する． 

（１）役員の選任及び解任 
（２）定款の変更 
（３）各事業年度の事業報告及び決算 
（４）会費及び入会金の金額 
（５）会員の除名 
（６）役員の報酬等の額 
（７）長期借入金並びに重要な財産の処分及び譲受け 
（８）解散及び残余財産の処分 
（９）理事会において付議された事項 
（10）その他一般社団・財団法人法に規定されている事項及びこの定款において定めら

れた事項 
 
（代議員総会の招集） 
第２１条 代議員総会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に基づき会長が招

集する． 
２ 代議員が代議員総数の議決権の５分の１以上を有する代議員の同意を得て，会長に対

し，代議員総会の目的である事項及び招集の理由を示して，代議員総会の招集を請求し

たときは，会長は，請求の日から６週間以内の日を代議員総会の日とする臨時代議員総

会の招集の通知を発しなければならない． 
３ 前項の規定にかかわらず，代議員全員の同意があるときは，招集の手続きを経ること

なく，代議員総会を開催することができる． 
 
（招集通知） 
第２２条 会長は，代議員総会の７日前までに，代議員に対し，代議員総会の日時，場所，目的

である事項を記載した書面又は電磁的方法をもって招集の通知を発しなければならない．た
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だし，第２６条第 1 項で規定する書面又は電磁的方法による議決権の行使を認める場合に

は，代議員総会の２週間前までにその通知を発しなければならない． 
２ 代議員総会に出席しない代議員が第２６条で規定する書面又は電磁的方法による議決

権を行使するとき，及び第２７条で規定する代理人による議決権を行使できることとす

るときは，前項に掲げる事項を記載した書面により，その通知をしなければならない． 
 
（代議員総会の議長） 
第２３条 代議員総会の議長は，会長がこれに当たる．会長に事故等の支障がある場合には，代

議員総会において議長を選出する． 
２ 代議員総会の議長は，代議員総会の秩序を維持し，議事を整理し，また，命令に従わ

ない者その他当該代議員総会の秩序を乱す者を退場させることができる． 
 
（定足数） 
第２４条 代議員総会は，議決権の過半数を有する代議員の出席がなければ，開催することがで

きない． 
 
（代議員総会の決議） 
第２５条 代議員総会の決議は出席した代議員の議決権の過半数をもって行う． 

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる決議は，総代議員の半数以上であって，総代議

員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う． 
（１）会員の除名 
（２）監事の解任 
（３）定款の変更 
（４）解散及び残余財産の帰属 
（５）その他法令及びこの定款で定められた事項 

 
（書面等による議決権の行使） 
第２６条 代議員総会に出席できない代議員は，予め通知された事項について書面又は電磁的方

法をもって議決権を行使することができる． 
２ 第 1 項における書面又は電磁的議決権の行使については，第２２条第２項によって通

知された方法によって，その代議員総会の日時の直前の業務時間の終了時までに，この

法人の事務局に到達しない場合は，無効とする． 
 
（議決権の代理行使） 
第２７条 代議員総会に出席できない代議員は，他の代議員又は当該代議員が予め登録した者に

議決権の行使を委任することができる． 
２ 第１項による議決権の代理行使については，その代議員は，委任状その他の代理権を証

明する書面をその代議員総会の日時の直前までにこの法人の事務局に提出しなければなら

ない． 
 
（決議及び報告の省略） 
第２８条 理事又は代議員が代議員総会の目的である事項につき提案した場合において，当該提

案につき代議員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは，その議案

を可決する代議員総会の決議があったものとみなす． 
２ 会長が代議員総会に報告すべき事項を通知した場合において，当該事項を代議員総会

に報告することを要しないことについて代議員の全員が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは，当該事項の代議員総会への報告があったものとみなす． 
 
（代議員総会の議事録） 
第２９条 代議員総会の議事録は，法令で定めるところにより作成する． 

２ 議事録には，当日の代議員総会の議長及び出席の会長及び代議員総会において選出さ

れた者２名が署名人となり，署名又は記名押印する． 
 

第４章 役員等 
 
（役員の種類及び定数） 
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第３０条 この法人に次の役員を置く． 
理事 １５名以上２５名以内 
監事 ２名以内 
２ 理事のうち，１名を会長，若干名を副会長とし，会長をもって一般社団・財団法人法

上の代表理事とする． 
 
（選任等） 
第３１条 理事及び監事は，代議員総会において正会員の中より選任する． 

２ 代表理事は，理事会において選定する． 
３ 監事は，理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない． 
４ 理事のうち，理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族その他法令で定める

特別の関係にある者の合計数は，理事総数の３分の１を超えてはならない．監事について

も同様とする． 
５ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に 
密接な関係にあるものとして法令で定める者である理事の合計数は，理事の総数の３分の

１を超えてはならない．監事についても同様とする． 
 
（理事の職務・権限） 
第３２条 理事は，理事会を構成し，法令及びこの定款の定めるところにより，この法人の職務

の執行を決定する． 
２ 会長は，この法人を代表し，その業務を執行する． 
３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務を

代行する． 
４ 会長，副会長，業務を執行する理事は，毎事業年度に３ヶ月に１回以上，自己の職務の

執行の状況を理事会に報告しなければならない． 
 
（監事の職務・権限） 
第３３条 監事は，次に掲げる職務を行う． 

（１）理事の職務執行を監査し，法令で定めるところにより，監査報告を作成すること 
（２）この法人の業務並びに財産及び会計の状況を監査すること 
（３）代議員総会及び理事会に出席し，意見を述べること 
（４）理事が不正の行為をし，若しくはその行為をするおそれがあると認めるとき，又

は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは，

これを代議員総会及び理事会に報告すること 
（５）前号の報告をするため必要があるときは，会長に理事会の招集を請求すること．

ただし，その請求があった日から５日以内に，２週間以内の日を理事会とする招集通知

が発せられない場合は，直接理事会を招集すること 
（６）理事が代議員総会に提出しようとする議案，書類その他法令で定めるものを調査

し，法令若しくは定款に違反し，又は著しく不当な事項があると認めるときは，その調

査の結果を社員総会に報告すること 
（７）理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行為を

し，又はこれらの行為をするおそれがある場合において，その行為によってこの法人に

著しい損害が生ずるおそれがあるときは，その理事に対し，その行為をやめることを請

求すること 
（８）その他監事に認められた法令上の権限を行使すること 

 
（任 期） 
第３４条 理事の任期は，選任後２年以内に終了する事業年度のうち，最終のものに関する定時

代議員総会の終結の時までとし，再任を妨げない． 
２ 監事の任期は，選任後２年以内に終了する事業年度のうち，最終のものに関する定時

代議員総会の終結の時までとし，再任を妨げない． 
３ 補欠として又は増員により選任された役員の任期は前任者又は現任者の残任期間とす

る． 
 
（解任等） 
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第３５条 理事及び監事は，代議員総会において解任することができる．ただし，監事を解任す

る場合は，総代議員の半数以上であって，総代議員の議決権の３分の２以上の決議に基づい

て行わなければならない． 
２ 理事及び監事は，その任務を怠ったときは，この法人に対し，これによって生じた損

害を賠償する責任を負う． 
 
（報酬等） 
第３６条 理事及び監事は無報酬とする． 
 
（取引の制限） 
第３７条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は，その取引について重要な事実を開示

し，理事会の承認を得なければならない． 
（１）自己又は第三者のためにするこの法人の事業の部類に属する取引 
（２）自己又は第三者のためにするこの法人との取引 
（３）この法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間におけるこ

の法人とその理事との利益が相反する取引 
２ 前項の取引をした理事は，その取引の重要な事実を遅滞なく，理事会に報告しなけれ

ばならない． 
３ 前２項の取扱いについては，第４７条に定める理事会規則によるものとする． 

 
第５章 理事会 

 
（構 成） 
第３８条 この法人は，理事会を置く． 

２ 理事会は，すべての理事をもって構成する． 
 
（権 限） 
第３９条 理事会は，この定款に別に定めるもののほか，次の職務を行う． 

（１）代議員総会の日時及び場所並びに目的である事項の決定 
（２）規則の制定，変更及び廃止に関する事項 
（３）会費を滞納した会員に対する除籍の決定 
（４）前各号に定めるもののほか，この法人の業務執行の決定 
（５）理事の職務の執行の監督 
（６）代表理事，業務執行理事の選定及び解職 

２ 理事会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を，理事に委任することができ

ない． 
（１）重要な財産の処分及び譲受け 
（２）多額の借財 
（３）重要な使用人の選任及び解任 
（４）従たる事務所その他重要な組織の設置，変更及び廃止 
（５）内部管理体制の整備（理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他この法人の業務の適正を確保するために必要な法令で定める体

制の整備） 
 
（理事会の種別及び開催） 
第４０条 理事会は，通常理事会及び臨時理事会の２種類とする． 

２ 通常理事会は，毎事業年度に３ヶ月毎に１回以上開催する． 
３ 臨時理事会は，次の各号のいずれかに該当する場合に開催する． 

（１）会長が必要と認めたとき 
（２）会長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって会長に招集の

請求があったとき 
（３）前号の請求があった日から５日以内に，その日から２週間以内の日を理事会の日

とする理事会の招集の通知が発せられない場合に，その請求をした理事が招集した

とき 
（４）第３３条第５号の規定により，監事から会長に招集の請求があったとき，又は監

事が招集したとき 
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（招 集） 
第４１条 理事会は，会長が招集する．ただし，会長が欠けたとき又は会長に事故があるとき

は，副会長が招集する．尚，前条第３項第３号により理事が招集する場合及び前条第３項第

４号後段により監事が招集する場合を除く． 
２ 会長は，前条第３項第２号又は第４号前段に該当する場合は，その請求があった日か

ら２週間以内に臨時理事会を招集しなければならない． 
３ 理事会を招集するときは，会議の日時，場所，目的である事項を記載した書面をもっ

て，開催日の１週間前までに，各理事及び各監事に対して通知しなければならない． 
４ 前項の規定にかかわらず，理事及び監事の全員の同意があるときは，招集の手続きを

経ることなく理事会を開催することができる． 
 
（議 長） 
第４２条 理事会の議長は，会長がこれに当たる． 
 
（決 議） 
第４３条 理事会の決議は，この定款に別段の定めがあるもののほか，特別の利害関係を有する

理事を除く理事の過半数が出席し，その過半数をもって決する． 
 
（決議の省略） 
第４４条 理事が，理事会の決議の目的である事項について提案した場合において，その提案に

ついて，決議に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし

たときは，その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなすものとする．ただし，監

事が異議を述べたときは，その限りではない． 
 
（報告の省略） 
第４５条 理事若しくは監事が理事及び監事の全員に対し，理事会に報告すべき事項を通知した

場合においては，その事項を理事会に報告することを要しない． 
２ 前項の規定は，第３２条第４項の規定による報告には適用しない． 

 
（議事録） 
第４６条 理事会の議事については，法令で定めるところにより議事録を作成し，出席した代表

理事及び監事は，これに署名し，又は記名押印しなければならない． 
 
（理事会規則） 
第４７条 理事会に関する事項は，法令又はこの定款に定めるもののほか，理事会において定め

る理事会規則による． 
 

第６章 資産及び会計 
 
（事業年度） 
第４８条 この法人の事業年度は，毎年１月１日に始まり同年１２月３１日に終わる． 
 
（資産） 
第４９条 この法人の資産は，次に掲げるものをもって構成する． 

（１）設立当初の財産目録に記載された財産 
（２）会費 
（３）寄付金品 
（４）財産から生じる収入 
（５）事業に伴う収入 
（６）その他の収入 

 
（事業計画及び収支予算） 
第５０条 この法人の事業計画書，収支予算書については，毎事業年度開始日の前日までに，会

長が作成し，理事会の決議を得て，直近の代議員総会に報告するものとする．これを変更す

る場合も，同様とする． 
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２ 前項の書類については，主たる事務所に（従たる事務所を設置した場合は従たる事務

所においても），当該事業年度が終了するまでの間備え置き，一般の閲覧に供するものとす

る． 
 
（事業報告及び決算） 
第５１条 この法人の事業報告及び決算については，毎事業年度終了後，会長が事業報告書及び

計算書類並びにこれらの付属明細書を作成し，監事の監査を受けた上で，理事会の決議を経

て，代議員総会の承認を受けなければならない． 
 
（長期借入金及び重要な財産の処分又は譲受け） 
第５２条 この法人が資金の借入をしようとするときは，その事業年度の収入をもって償還する

短期借入金を除き，代議員総会において総代議員の半数以上であって，総代議員の議決権の

３分の２以上の決議を得なければならない． 
２ この法人が重要な財産の処分又は譲受けを行おうとするときも，前項と同じ決議を得

なければならない． 
 
（剰余金の分配の禁止） 
第５３条 この法人の剰余金は，これを一切分配してはならない．  
 

第７章 定款の変更及び解散等 
 
（定款の変更） 
第５４条 この定款は，代議員総会において，総代議員の半数以上であって，総代議員の議決権

の３分の２以上の決議により変更することができる． 
 
（解 散） 
第５５条 この法人は，一般社団・財団法人法第１４８条第１号，第２号及び第４号から第７号

までに規定する事由によるほか，代議員総会において，総代議員の半数以上であって，総代

議員の議決権の３分の２以上の決議により解散することができる． 
 
（残余財産の帰属） 
第５６条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は，代議員総会の決議を経て，公

益法人又は国もしくは地方公共団体に贈与するものとする． 
 

第８章 委員会 
 
（委員会） 
第５７条 この法人の事業を推進するために必要があるときは，理事会はその決議により，委員

会を設置することができる． 
２ 委員会に委員長をおく． 
３ 委員長は，理事会の決議を経て会長が委嘱する． 
４ 委員会の任務，構成並びに運営に関し必要な事項は，理事会の決議に より別に定め

る． 
 

第９章 事務局 
 
（設置等） 
第５８条 この法人の事務を処理するため，事務局を設置する． 

２ 事務局には，所要の職員を置く． 
３ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は，会長が理事会の決議により，別に定め

る． 
４ 職員は，有給とする． 
５ 事務局業務は，会長が理事会の承認を得て外部に委託することができる． 

 
（備付け帳簿及び書類） 
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第５９条 主たる事務所に（従たる事務所を設置した場合は従たる事務所においても），次に掲

げる帳簿及び書類を備えておかなければならない． 
（１）定款 
（２）会員名簿 
（３）代議員，理事及び監事の名簿 
（４）認定，許可，認可等及び登記に関する書類 
（５）代議員総会及び理事会の議事に関する書類 
（６）事業計画書及び収支予算書 
（７）事業報告書及び計算書類並びにこれらの付属明細書 
（８）監査報告書 
（９）その他法令で定める帳簿及び書類 

 
第１０章 附 則 

 
（最初の事業年度) 
第６０条 この法人の最初の事業年度は，法人成立の日から令和３年１２月３１日までとする． 
 
第６１条 この法人の設立時の代議員は，正会員の中から，設立時社員全員が合意して，代議員

としての資格を与えた者とする． 
 
（設立時の役員） 
第６２条 この法人の設立時理事，設立時監事は，次のとおりとする． 

設立時理事    鈴木克明 
設立時理事    赤倉貴子 
設立時理事    堀田龍也 
設立時理事    山内祐平 
設立時理事    室田真男 
設立時監事    吉崎静夫 

２ この法人の設立時代表理事は，設立時理事の互選によって選定する． 
 
（設立時社員の氏名又は名称及び住所） 
第６３条 設立時社員の氏名又は名称及び住所は，次のとおりである． 

住 所 
設立時社員    ○○○○ 
住 所 
設立時社員    ○○○○ 

 
（法令の準拠） 
第６４条 本定款に定めのない事項は，全て一般法人法その他の法令に従う． 
 
 以上，一般社団法人日本教育工学会 を設立するため，発起人の定款作成代理人である司法書

士法人大城節子事務所は，電磁的記録である本定款を作成し，電子署名する． 
 
令和 ３年  月   日 
 
設立時社員    ○○○○ 
設立時社員    ○○○○ 
 
  定款作成代理人  司法書士法人 大城 節子 事務所 
                代表社員 福井 朝子 
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※ 会員サービス 

会員種別 

機関誌と配布数 

大会

発表 

研究

会発

表 

ｼﾝﾎﾟ

ｼﾞｳﾑ

等※2 機関

誌投

稿 

SIG
活動

運営 

役

員・

代議

員選

挙投

票 

役

員・

代議

員被

選挙

権 

論文

誌 
増刊

号 
英文

誌 

正会員 1 1 1 ○ ○ ○ ○ ○※3 ○ ○ 
准会員 0 1 0 ○ ○ ○ ○ ○   
学生会員 1 1 1 ○ ○ ○ ○ ○   
維持会員 3 3 3 ○※1 ○ ○     
名誉会員 1 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

※1：個人会員として入会していなくても最大３名まで発表可（大会参加費別） 
※2：シンポジウム等は，シンポジウムのほかに，コミュニティ企画，ワークショップ，産学協

同セミナー等を含む 
※3：新規 SIG 申請発起人のうち少なくとも３名は本学会に５年以上所属している正会員，など

条件有 
 
※ 入会金・１年分の会費 
会員種別 入会金 １年分の会費 
正会員 

1,000 円 

9,000 円 
准会員 5,500 円 
学生会員 5,500 円 
維持会員 50,000 円（１口） 
名誉会員 － 不要 
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日本教育工学会第 18 期第 6 回理事会議事録 
日時：2019 年 11 月 30 日（土）14:40〜17:00 
場所：JAPET&CEC 会議室 
出席： 理事    鈴木克明 会長，赤倉貴子 副会長，堀田龍也 副会長，山内祐平 副会長， 

室田真男 事務局長，稲垣忠，岩崎千晶，小柳和喜雄，北澤武，木原俊行， 
高橋純，寺嶋浩介，姫野完治(ZOOM)，西森年寿，益子典文，松河秀哉， 
村上正行(ZOOM) ，望月俊男 ，森田裕介，山田政寛 

監事    吉崎静夫 
総務委員会 池尻良平 
将来構想 WG（オブザーバー） 松田岳士，美馬のゆり 

 (合計 24 名) 
1．前回の理事会議事録の承認について 
 第 18 期第５回理事会議事録について原案が提示され，承認した． 
 
2．新入会員の承認について 
会員の移動状況について報告があり，承認した．2019 年 11 月 30 日現在の総会員数は，3,146

名である． 
 

3．各種委員会から 
(1) 編集委員会 
論文誌編集進捗状況の報告があった． 

(2) 広報委員会 
ニューズレター240 号の台割りの報告があった． 

(3) SIG 委員会 
今後の SIG の位置づけを検討する旨の説明があった． 

(4) 企画委員会 
JSET コミュニティ構築企画（第３弾）が提案され，承認した．  

(5) 大会企画委員会-秋 
今年度の秋大会と今後の秋大会の予定について報告があった．大会企画委員の交代につい

て承認した． 
(6) 大会企画委員会-春 
春大会の予定と企画について報告があった．  

(7) 研究会委員会 
研究会と研究会委員会の開催状況について報告があった． 

(8) 国際交流 
秋大会でのプレジデントトーク，AECT の参加，中国教育技術協会との交流，EDU-Port の

活動について報告があった．インドで AECT Summer International Research Symposium
が開催予定との報告があった． 
(9) 顕彰委員会 
顕彰委員会委員の選出について報告され，承認した．研究奨励賞選考内規等の修正につい

て報告され，承認した． 
 

4．総務・会計 
法人化のロードマップについて説明があり，承認した．住所や会議室の使用は今まで通り

JAPET＆CEC との契約を継続し，事務局業務については長尾様と直接業務委託契約を結んだ

旨について報告があった． 
 

5．その他 
(1) 教育工学会将来構想 WG の進捗と今後のスケジュールについて報告があった． 
(2) 今後の理事会日程を確認した． 
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日本教育工学会第 18 期第 7 回理事会議事録 
日時：2019 年 12 月 20 日（金）～26 日（木） 
場所：電子メールによる 
出席：理事    鈴木克明 会長，赤倉貴子 副会長，堀田龍也 副会長，山内祐平 副会長 

室田真男 事務局長，新井健一，稲垣忠，岩崎千晶，大久保昇，小柳和喜雄， 
北澤武，木原俊行，向後千春，高橋純，寺嶋浩介，永田智子，西森年寿， 
根本淳子，姫野完治，益子典文，松河秀哉，村上正行，森田裕介，望月俊男， 
山田政寛 

監事    山西潤一，吉崎静夫 
総務委員会 池尻良平 

 (合計 28 名) 
 
1．前回の理事会議事録の承認について 

第 18 期第６回理事会議事録について原案が提示され，承認した． 
 

2．新入会員の承認について 
会員の移動状況について報告があり，承認した．2019 年 12 月 26 日現在の総会員数は 3,166

名となった． 
 

3．各種委員会から 
(1) 編集委員会 

論文誌編集，ITEL 編集委員会の設置と規則案に関する進捗状況の報告があった． 
 

4．その他 
(1) 郵送物を確認した． 
(2) 今後の理事会日程を確認した． 
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日本教育工学会第 18 期第 8 回理事会議事録 
日時：2020 年 01 月 16 日（木）～22 日（水） 
場所：電子メールによる 
出席：理事    鈴木克明 会長，赤倉貴子 副会長，堀田龍也 副会長，山内祐平 副会長， 

室田真男 事務局長，新井健一，稲垣忠，岩崎千晶，大久保昇，小柳和喜雄， 
北澤武，木原俊行，向後千春，高橋純，寺嶋浩介，永田智子，西森年寿， 
根本淳子，姫野完治，益子典文，松河秀哉，村上正行，森田裕介，望月俊男， 
山田政寛 

監事    山西潤一，吉崎静夫 
総務委員会 池尻良平 

 (合計 28 名) 
 
1．前回の理事会議事録の承認について 
第 18 期第７回理事会議事録について原案が提示され，承認した． 
 
2．新入会員の承認について 
会員の移動状況について報告があり，承認した．2020 年 01 月 22 日現在の総会員数は 3,213 名

となった． 
 
3．各種委員会から 

(1) 編集委員会 
論文誌編集に関する進捗状況の報告があった． 

(2) 大会企画委員会-秋 
大会のスケジュール，シンポジウム案，企画セッション案について報告があった． 

(3) 大会企画委員会-春 
参加申込者数（337 名），発表申込数（269 件），採択された自主企画セッションについて報

告があった． 
 

2. その他 
(1) 郵送物を確認した． 
(2) 今後の理事会日程を確認した． 
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2020 年度会費納入のお願い 
 

本学会の年度会費は前納となってい

ます（定款第 8 条）．３月に，2020 年

度（2020 年 04 月 01 日～2021 年 03
月 31 日）の会費請求書をお送りしま

す．クレジットカード支払い，郵便局

からの払込み，または，会費請求書内

面のコンビニエンスストア払込票によ

り年会費をご送金くださるようお願い

いたします．（コンビニ決済以外での支

払い方法については学会 Web で確認

ください．） 
年会費の年額は右記のとおりです． 
本学会では，年会費を納入した会員

のみに論文誌を発送しています．2019
年度会費未納の会員が会費を送金され

た場合には後日まとめて発送します． 
 

（注）論文誌：和文/年４回発行 
増刊号：ショートレター特集/年１回発行 
英文誌：英文/年１回発行 
JSET ： ニューズレター/年６回発行

◆学生会員について 

 学生会員は正規の入学者で，研究生は該当しません． 
 学生会員の所属機関は，必ず大学名となります．所属機関が大学以外の場合には，正会員または准

会員となります． 
 学生会員は，資格条件（大学名，学部名／研究科名，指導教員名，卒業見込／修了見込の年月）を

必ず連絡してください． 
 学生会員として資格条件をご連絡いただかないで，年会費 5,500 円を納入された方は，とりあえず

准会員に変更させていただいております． 
 

  

◆会員種別と年会費・受けるサービス 
（入会金 1,000 円） 

会員種別 年会費 論文誌 増刊号 英文誌 JSET 
正会員 9,000 円 1 1 1 1 
准会員 5,500 円  1  1 

学生会員 5,500 円 1 1 1 1 
維持会員 50,000 円/口 3 3 3 3 
名誉会員 無 料 1 1 1 1 
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2020 年度研究報告集の予約購読(年額 3,000 円)納入について 
本学会では，研究会を４回開催し，研究報告集を発行しております．この研究報告集は事前に代金 3,000

円を送金された会員に配布しています．事前に 3,000 円をご送金ください． 
研究会当日，会場で受領できます．不参加の場合は研究会終了後に郵送いたします．年度の途中でご送

金いただいた場合は，次に開催される研究会終了後に，それ以前の報告集を郵送します．  
 代金後納の場合と非会員の場合は，以下に販売を委託しています．代金：4,000 円 
 
・株式会社毎日学術フォーラム 販売業務課 小田 
・〒100-0003 東京都千代田区一ツ橋 1-1-1 パレスサイドビル９階 
・TEL：03-6267-4550 FAX：03-6267-4555 E-mail：  
 

2019 年秋季全国大会講演論文集 USB メモリの購入について 
 
昨年 09 月に名古屋国際会議場で開催された 2019 年秋季全国大会の論文集 USB メモリに残部があり

ます．購入をご希望の方は，学会事務局（ ）にメールで在庫を確認の上，以下の金額をご

送金ください．ご入金を確認後お送りいたします． 
郵便振込用紙の通信欄に「2019 年秋季全国大会講演論文集 USB メモリ」とご明記ください．特にご要

望がない場合，請求書・領収証等を発行しておりませんので，必要な方はその旨ご記入ください． 
・ 2019 年秋季全国大会講演論文集 USB メモリ 

１部 4,500 円（論文集 USB メモリ代 4,000 円＋送料 500 円） 
口座番号：00180-2-539055  加入者名：日本教育工学会 
 

 代金後納の場合は，上記の研究会報告集と同様に（株）毎日学術フォーラムに販売を委託しています．

代金は，論文集 USB メモリ 5,000 円+送料となります． 
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新入会員（2019 年 10 月 12 日～2020 年 01 月 10 日） 
入会申込者 80 名１機関（正会員：43 名，准会員：７名，学生会員：30 名，維持会員：１機関） 

正会員（43 名） 

黒田秀子(関西外国語大学) 

野尻浩 

松本朱実(近畿大学研究員) 

Mohamed YusoffFatin Amirah(富山

大学) 

新名彩美(日南振徳高等学校) 

加藤圭太(愛知県立旭陵高等学校) 

名知秀斗(多治見北高等学校) 

金川弘希(大阪市立苗代小学校) 

島崎俊介(電気通信大学) 

小野塚若菜(株式会社ベネッセコーポ

レーション) 

山本礼二(目白大学) 

高橋克茂(独立行政法人都市再生機構

東日本都市再生本部) 

横山弘毅(株式会社バンザン) 

武藤ゆみ子(玉川大学) 

真田誠至(福山大学) 

高田大輔(新潟医療福祉大学) 

久川慶貴(春日井市立藤山台小学校) 

福島泰子(名古屋大学) 

小倉恭彦(国立教育政策研究所) 

小林和也(北海道大学) 

田中宏明(北海道大学オープンエデュ

ケーションセンター) 

藤野友和(福岡女子大学) 

林原洋二郎(ヴィスト株式会社) 

伊藤勝久(神奈川工科大学) 

リャンジールー(京都先端科学大学) 

草薙邦広(広島大学) 

栗田由菜(合同会社インフィニティー

オクターバー) 

芳賀了(長野県立病院機構) 

高鍬裕樹(大阪教育大学) 

佐藤美子(四天王寺大学) 

山田祥之(電気通信大学) 

新海尚子(津田塾大学) 

佐藤政枝(横浜市立大学) 

須藤絢(函館工業高等専門学校) 

福岡賢二(神戸情報大学院大学) 

磯和壮太朗(皇學館大学) 

松浦李恵(宝塚大学) 

村岡千種(北海道科学大学) 

末繁美和(岡山大学) 

宮田真宏(玉川学園) 

有賀三夏(東北芸術工科大学) 

波呂房江(神奈川県立,綾瀬高等学校) 

永井孝(ものつくり大学) 

 

准会員（７名） 

川上徹行(鹿嶋市立豊津小学校) 

奥山圭一(世田谷区立東玉川小学校) 

今田雅彦(関西大学) 

和田政輝(長岡工業高等専門学校) 

土井国春(東みよし町立昼間小学校) 

田中雄也(寝屋川市立第八中学校) 

林なおみ(新潟市立五十嵐小学校) 

 

学生会員（30 名） 

佐々裕美(早稲田大学大学院) 

田中久美子(筑波大学) 

ワード弥生(熊本大学) 

墓本晃一(鳴門教育大学院) 

内田早紀子(筑波大学大学院) 

彭悦(京都大学) 

古荘智子(名古屋大学大学院) 

今瀬耕佑(東京学芸大学大学院) 

橋本尊弥(横浜国立大学) 

高岡侑平(立命館大学大学院) 

真鍋貴拓(東洋大学大学院) 

谷口なぎさ(東京学芸大学) 

島部日向子(岐阜大学大学院) 

石原浩一(鳴門教育大学教職大学院) 

中西奈菜(鳴門教育大学教職大学院) 

青柳尚朗(東京大学大学院) 

安藤寛子(自由学園) 

徐宇凡(九州大学) 

橋本佳蓉子(東京理科大学大学院) 

郡司日奈乃(千葉大学) 

神庭直輝(広島大学) 

浅川藍里(聖心女子大学大学院) 

牧野みのり(早稲田大学) 

浅井瑞希(東京学芸大学) 

小俣海斗(東京大学大学院) 

菅原優(東京大学) 

小山将史(東京工業大学) 

川村章人(熊本大学大学院) 

加田早耶花(聖心女子大学大学院) 

 

維持会員（１機関） 

株式会社 JMC, 事業推進部 戦略企

画課 

以上 
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担当副会長　：赤倉 貴子（東京理科大学）

広報副委員長：高橋 純（東京学芸大学）
広報委員長　：小柳和喜雄（奈良教育大学）

　幹事：深見 俊崇（島根大学）
　幹事：脇本 健弘（横浜国立大学）
 
 
　委員：島田 希（大阪市立大学）

中村 恵（畿央大学）

会長 鈴木 克明（熊本大学）

9

広報副委員長：光原 弘幸（徳島大学）

東京都港区赤坂１-９-１３
 　　三会堂ビル８階

03-5575-5366
03-5549-2263

◎学会日誌
２０２０年０２月～２０２０年１２月
・	２０２０年０２月２９日（土）から０３月０１日（日）
	 �＜全国大会＞２０２０年春季全国大会（信州大学）
・	２０２０年０５月２３日（土）
	 �研究会「学習・教授システムの開発・利用 /一般」（会場：
函館工業高等専門学校）

・	２０２０年０６月２０日（土）
	 ‌�第 36 回通常総会ならびにシンポジウム開催（会場：東
京工業大学　大岡山キャンパス）

・	２０２０年０７月１１日（土）
	 �研究会「教育方法・教育実践研究 /一般」（会場 : 新
島学園短期大学）

・	２０２０年０９月１２日（土）から０９月１３日（日）
	 �＜全国大会＞2020 年秋季全国大会（会場 : 札幌市教
育文化会館）

・	２０２０年１０月２４日（土）
	 �研究会「教育の情報化 /一般」（会場 : 常葉大学 静岡
草薙キャンパス）

・	２０２０年１２月１２日（土）
	 �研究会「学習支援システム/一般」（会場 : 長崎大学 
文教キャンパス）

◎国際会議の案内
２０２０年０２月～２０２０年０７月
・SITE 2020
	 https://site.aace.org/conf/
	 (2020, 4/6–10, New Orleans, USA)
・AERA 2020 Annual Meeting
	 https://www.aera20.net/
	 (2020, 4/17 – 21, San Francisco, USA)
・EdMedia + Innovate Learning 2020
	 http://www.aace.org/conf/edmedia/
	 (2020, 6/1 – 5, Amsterdam, Netherlands)
・Global Learn 2020
	 http://www.aace.org/conf/glearn/
	 (2020, 7/6 – 8, Shanghai, China)

２40
２０20年 2月21日


